
事業番号 489
　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 介護保険の推進に必要な経費 担当部局庁 厚生労働省老健局 作成責任者

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①要介護認定情報管理事業：認定結果等の報告データを全国の市町村等から収集し、厚生労働省へ報告するための「認定支援ネットワークシ
ステム」を構築・運営し、市町村等の行う認定業務を支援する。
②介護事業実態調査事業：介護報酬の改定の影響について様〄な視点から調査・分析することにより、報酬改定等の趣旨が的確に反映され
ているかの検証、並びに各サービス施設・事業所の経営状況を把握し、次期介護報酬改定に必要な基礎資料を得ることを目的とした調査を実
施する。
③要介護認定適正化事業：認定調査及び介護認定審査会の運営の現場において、市区町村等に対し要介護認定等に精通した者による技術
的助言を行うことにより、要介護認定及び要支援認定の適正な審査判定を徹底し、市区町村等における要介護認定及び要支援認定の適正化
を図る。
④福祉用具臨床的評価実施等事業：福祉用具に関する臨床的＇安全性・機能性・操作性等（評価を実施する。
⑤介護予防実態調査分析支援事業：市町村において、より効果的な実施方法を取り入れた介護予防事業を実施し、その実施状況等について
定期的に調査を行い、実施方法やプログラムの内容について検討する。
⑥介護保険総合データベース構築等事業：要介護認定結果や介護給付費明細書等のデータを全国の市区町村等から収集し、被保険者の心
身の状態と介護保険サービスの利用状況等との関連を集計・分析するためのデータベースを構築する。

実施方法 ■直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

＇単位:百万円（

20年度 21年度 22年度 23年度

根拠法令
＇具体的な

条項も記載（
－

関係する計画、
通知等

①平成21年9月30日付厚生労働省老健局長通知「介護認定審査会の運営について」

事業の目的
＇目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内（

高齢者が急増していく中で、高齢者が介護を必要とする状態となっても、尊厳を持ってその有する能力に応じて自立した生活を住み慣れた地域
で継続できるよう、介護保険制度の適切な運営を図ることを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度

①平成12年度②平成13年度③平成19年度④
平成21年度⑤平成21年度⑥平成23年度

担当課室 総務課・振興課・老人保健課
総務課長　福本　浩樹
振興課長　川又　竹男

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-5-1　医療・介護一体改革の推進、介護保険制度の適切な運
営等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する。

繰越し等

24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 1,448 858 873 1,057 1,258

補正予算

執行率（％） 96.3 78.2 82.4

執行額 1,395 671 720

計 1,448 858 873 1,057 1,258

－

活動指標及び
活動実績

＇アウトプット（

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

＇アウトカム（

22年度
目標値

＇　　年度（

③要介護認定の二次判定における軽重度変更率の
地域間格差の解消＇H20:8.9%、H21:7.6%、H22:7.5%（
④評価件数＇H21:41件、H22:32件、H23目標:88件（

成果実績 － － － －

達成度

成果指標 単位 20年度 21年度

％ － －

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

諸謝金 6 8 ・⑤については、平成24年度は実施しない。

－

＇－（ ＇－（

単位当たり
コスト

本事業は、保険者等に対する指導経費等、介護保険
制度の行政施策を企画・推進するために必要な経費
等を含んでおり、単位当たりコストを算出することは
困難。

算出根拠 －

①都道府県及び市町村等の報告集計数＇H20:2,131
カ所、H21:2,130カ所、H22:2,051カ所（
③47都道府県での実施＇H20:44カ所、H21:45カ所、
H22:46カ所（

活動実績

＇当初見込
み（

－ － －

要介護認定調査委託
費

717

委員等旅費 8 9

庁費 142 156

13 14 ・⑥については、年次計画に基づく増＇国庫債務負担行為の2年目（。

監査旅費 6 6 ・なお、平成24年度より「情報公表支援業務」を新規に実施予定。

職員旅費

計 1,057 1,258

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

社会保障関係情報化
業務庁費 72 132

828

介護サービス指導者
養成研修等委託費 93 105



目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。
要介護認定等に関する事業を実施するにあたっては、
市町村等からの問い合わせに迅速な対応を行う必要が
あることから、介護保険制度を理解し、市町村等の要介
護認定事務に精通している必要があり、また、年間500
万件以上のデータを短期間に調査・分析できる高い処
理能力が必要である。さらに、認定調査項目の定義や
介護認定審査会における審査判定基準等を熟知し、介
護認定審査会委員や市町村等に技術的助言を行える
能力を有している必要もある。
事業の実施にあたっては、データの収集等があることか
ら、各年度の4月1日から3月31日まで毎年、切れ目無く
事業を継続する必要がある。
これらのことから、不特定多数の者による価格競争で
は、本事業の目的を達成することができないため、企画
競争方式による契約により調達を行ったところである。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点＇概算要求における反映状況等（

・既存の事業については執行状況等を反映したところ、年次計画に基づく増額＇国庫債務負担行為の２年目（等により全体の要求としは増額と
なった。＇反映額：▲１３８百万円（

補記　＇過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載（

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

①全国の市区町村等のうち、認定結果等の報告データについて送信していない市区町村等が存在することから、今後はそのような市区町
村に対するフォローアップを行っていく。また、事業の執行にあたっては、事業実績＇システムの構築状況、報告データの収集状況、ヘルプ
デスクの運用状況等（及び交付した委託費の使途の明細について、受託者に実績報告書を提出させ確認を行っており、適正であると考えら
れる。
②事業の執行にあたっては、調査業務を一式＇企画、調査票の設計、配布、回収、照会対応、集計・分析等（として、業務委託を実施してお
り、業務実施に必要な経費の水準となっている。
③全国一律の基準に基づき、客観的かつ公平・公正な要介護認定を実施するため、要介護認定方法について平成21年度に見直しを行って
いるところ。また、事業の執行にあたっては、事業実績＇企画、研修材料等の設計・開発、技術的助言・支援、各種資料作成、事業の進捗管
理等（及び交付した委託費の使途の明細について、受託者に実績報告書を提出させ確認を行っており、適正であると考えられる。
④評価件数の減少を踏まえ、一件あたりの単価について見直す等、予算額を削減したところ。また、評価件数の増加を図るため、平成23年
度においてはメーカー説明会の開催や評価対応種目の拡充を行っている。また、事業の執行にあたっては、事業実績＇評価の過程、評価を
行った製品ごとの評価結果等（及び交付した委託費の使途の明細について、各受託評価機関に実績報告書を提出させ確認を行っており、
適正であると考えられる。
⑤調達したシステム等については適切な運用を行うとともに、介護保険制度の行政施策を推進するために有効活用されている。また、引き
続き一般競争入札等による調達を行いコストを削減するなど、より効果的・効率的な事業の実施を図る。
⑥－＇平成23年度より事業開始であるため、未点検（

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか。

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

・予算額と執行額の乖離について検証し、適切に予算に反映すること



資金の流れ
＇資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する（＇単

位：百万円（

①厚生労働省 

９２百万円 

受託業者に対し、事業を実施する上で必要な指示を行う。 

Ａ．東芝ソリューション＇株（ 

９２百万円 

【随意契約＇企画競争（】 

ヘルプデスク運用 

情報管理・分析業務、プロジェクト管理等 

【随意契約】 

Ｂ．＇株（情報実業 

１６百万円 



再委託 ＇株（情報実業 16

賃金 要介護認定情報管理事業全体管理 24

A.東芝ソリューション＇株（ E.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費目・使途
＇「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載（

その他 消費税等 3

計 92 計

借料及び損料 室料、通信機器使用料等 45

雑役務費 ミドルウェア保守 1

0

賃金 ヘルプデスク運用に係る人件費等 16

B.＇株（情報実業 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円（
費　目 使　途

金　額
(百万円（

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 16 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 0 計 0

計 0 計 0

通信運搬費 通信回線使用料 3



支出先上位１０者リスト
A.

Ｂ.

1 東芝ソリューション＇株（ 情報管理・分析業務、プロジェクト管理等 92 随意契約＇企画（ -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

4

3

2

7

6

5

10

9

8

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

1 ＇株（情報実業 ヘルプデスク業務 16 随意契約 -

2

3

4

5

6

7

8

9

10



資金の流れ
＇資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する（＇単

位：百万円（

厚生労働省 

１７３百万円 

介護事業経営実態調査及び介護職員処遇状況調査の実施及び集

計分析において、次期介護報酬改定のための基礎資料として必要な

集計・分析について検討 

Ａ．株式会社三菱総合研究所 

１７３百万円 

【企画競争】 

調査実施及び集計・分析業務 

厚生労働省 

４１百万円 

調査実施及び集計分析において、次期介護報酬改定のための基礎

資料として必要な集計・分析について検討 

Ｂ．みずほ情報総研株式会社 

４１百万円 

【企画競争】 

調査実施及び集計・分析業務 

②【介護事業経営概況調査及び介護従事者処遇状況等調査】 

②【介護事業経営実態調査調査】 

Ｃ．東芝ソリューション株式会社 

１９百万円 

調査票の印刷・発送、調査対象の利便性を考慮し電子調査票の作

成及びホームページの運用保守業務 

【再委託】 



計 0 計 0

計 19 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

C.東芝ソリューション株式会社 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

賃金 照会、質問対応に係る人件費 1

印刷製本費 調査票印刷、発送 18

計 41 計 0

賃金 主任研究員及び研究員等 17

再委託 東芝ソリューション株式会社 19

その他 消耗品費等 5

計 173 計 0

B.みずほ情報総研株式会社 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円（
費　目 使　途

金　額
(百万円（

その他 消耗費品費等 30

印刷製本費 調査票の印刷・製本

費目・使途
＇「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載（

A.株式会社三菱総合研究所 E.

費　目 使　途

諸謝金 調査協力謝礼 20

11

調査費 相談室の運用 79

金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

賃金 主任研究員及び研究員等 33



支出先上位１０者リスト
A.

支出先上位１０者リスト
Ｂ

支出先上位１０者リスト
Ｃ

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

1
東芝ソリューション株式会
社

電子調査票の作成等 19 再委託 -

1 みずほ情報総研(株) 調査実施及び集計・分析業務 41 随意契約＇企画（ －

1 (株)三菱総合研究所 調査実施及び集計・分析業務 173 随意契約＇企画（ －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率



資金の流れ
＇資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する（＇単

位：百万円（

③厚生労働省 

１５４百万円 

受託業者に対し、事業を実施する上で必要な指示を行う。 

Ａ．三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング＇株（ 

１５４百万円 

【随意契約＇企画競争（】 

Ｂ．＇株（博報堂

プロダクツ 

１０百万円 

各種映像制

作・編集、ＤＶ

Ｄプレス、発送

作業 

Ｄ．＇株（エスミ 

６百万円 

E-ラーニングシステム

開発 

技術的助言及び研修会の実施等 

【一般競争入札】 【随意契約】 

Ｃ．＇株（プロシー

ズ 

２６百万円 

【随意契約】 

業務管理システ

ム構築 



計 6 計 0

D.＇株（エスミ H.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

賃金 システム構築、データ加工スタッフ 6

計 26 計 0

賃金 システム構築、データ加工スタッフ 26

計 10 計 0

C.＇株（プロシーズ G.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

印刷費 ＤＶＤプリント費 4

その他 借料及び損料、消耗品費等 2

計 154 計 0

B.＇株（博報堂プロダクツ F.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

賃金 撮影・編集 4

旅費 現地訪問旅費等 6

その他 通信運搬費、賃料及び損料、備品費
等

8

再委託 ＇株（博報堂プロダクツ 10

印刷費 研修会資料等印刷費用

再委託 ＇株（プロシーズ 26

再委託 ＇株（エスミ 6

費目・使途
＇「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載（

A.三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング＇株（ E.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

賃金 主任研究員及び研究員等 96

2



支出先上位１０者リスト
A.

支出先上位１０者リスト
Ｂ.

支出先上位１０者リスト
Ｃ.

支出先上位１０者リスト
Ｄ.

1 ＇株（博報堂プロダクツ 各種映像制作・編集、ＤＶＤプレス、発送作業 10 随意契約 -

1 ＇株（プロシーズ E-ラーニングシステムの開発・運用 26 2 -

1 ＇株（エスミ 業務管理システム構築 6 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

1 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング＇株（ 技術的助言及び研修会の実施等 154 随意契約＇企画（ -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率



資金の流れ
＇資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する（＇単

位：百万円（

④厚生労働省 

２５百万円 

受託業者に対し、事業を実施する上で必要な指示を行うなど。 

Ａ 社会福祉法人等＇６（                                                            

計 １４百万円 

【企画競争、委託】 

＇内訳（ 

 社会福祉法人横浜市リハビリテーション事業団 ３百万円 

 社会福祉法人北九州市福祉事業団 ３百万円 

 特定非営利活動法人 とちぎノーマライゼーション研究会 ３百万円 

 社会福祉法人川崎市社会福祉事業団 川崎市れいんぼう川崎 ２百万円 

 財団法人東京都福祉保健財団 １百万円 

 一般社団法人 日本福祉用具評価センター ２百万円 

  

・ 福祉用具における臨床的評価の実施 



計 0 計 0

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 0 計 0

計 3 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円（
費　目 使　途

金　額
(百万円（

費目・使途
＇「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載（

A.　特定非営利活動法人　とちぎノーマライゼーション研究会 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

人件費 謝金 2

旅費 委員旅費 0.2

庁費 消耗品費等 0.8



支出先上位１０者リスト
A.

10

7

8

9

4 社会福祉法人　川崎市社会福祉事業団 〃 2 － －

5 一般社団法人　日本福祉用具評価センター 〃 2 － －

6 財団法人　東京都福祉保健財団 〃 1 － －

1 特定非営利活動法人　とちぎノーマライゼーション研究会 福祉用具の臨床的評価 3 － －

2 社会福祉法人　横浜市リハビリテーション事業団 〃 3 － －

3 社会福法人　北九州市福祉事業団 〃 3 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率



資金の流れ
＇資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する（＇単

位：百万円（

⑤厚生労働省 

２０百万円 

受託業者に対し、事業を実施する上で必要な指示を行うなど。 

Ａ．東芝ソリューション＇株（                                                            

２０百万円 

【一般競争入札】 

システム運用・保守 



費目・使途
＇「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載（

A.　東芝ソリューション(株) E.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

通信運搬費 通信回線使用料 1.5

庁費 センター設備使用料 6.0

金　額
(百万円（

人件費 システム運用・保守、プロジェクト管理 14.5

費　目 使　途

その他 減額、消費税 -2.6

消耗品費 消耗品費 0.6

計 20.0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円（
費　目 使　途

金　額
(百万円（

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円（

費　目 使　途 金　額
(百万円（

計 0 計 0

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

9

8

7

6

5

4

3

2

1 東芝ソリューション＇株（　 介護予防実態調査分析支援システムの運用・保守業務 20 1 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
＇百万円（

入札者数 落札率

10


